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身 知
児
精

難
…身体障がい者　　　…知的障がい者　　　…精神障がい者
　　　　　　　　　　…難病等対象者　　　…障がい児

種　類　　　　　　　　　　　 内　　　　容 　　　　　　　　　　　    金　　額　　　　　   窓　　口

種　類　　　　　　　　　　　 内　　　　容 　　　　　　　　　　　    金　　額　　　　    窓　　口

種　類　　　　　　　　　　　 内　　　　容 　　　　　　　　　　　    金　　額　　　　    窓　　口

種　類　　　　　　　　　　　 内　　　　容 　　　　　　　　　　　    金　　額　　　　    窓　　口

・一定のバリアフリー改修工事が行われた住宅
　について固定資産税が減額されます。
【減額対象となる住宅】
新築された日から10年以上を経過した住宅（賃貸
住宅は除く）で次のいずれかの人が居住する住宅
　○65歳以上の人
　○要介護認定又は要支援認定を受けている人
　○障がい者

【減額適用期間】
改修工事が完了し
た年の翌年度分
  (１年度間)

【減額範囲】
住宅部分の100㎡
を限度とし、家屋
の固定資産税額の
３分の１が減額さ
れます。

各区の
課税課
固定資産税
家屋係

固定資産税
【対象となるバリアフリー改修工事】
次のすべてにあてはまる改修工事が対象となります。
　○令和６年３月31日までの間に行われた次のいず
　　れかの改修工事
・廊下の拡幅・階段の勾配の緩和・浴室の改良
・便所の改良・手摺の取付・引き戸への取替
・床表面の滑り止め化・床の段差の解消
　○改修工事に要した費用の自己負担額が50万円を
　　超えるもの※介護保険住宅改修費の支給又は住
　　宅改造助成金、その他国又は地方公共団体から
　　の補助金等を充てた部分は除きます。
　○改修後の住宅の床面積が50㎡以上280㎡以下であること
[申告手続]減額を受けるためには改修工事完了後３ヶ月以内に
　　　　　申告が必要です。

贈 与 税
特定障害者が特定障害者扶養信託契約に基づいて
信託受益権を取得した場合には、6,000万円（特定
障害者のうち特別障害者以外の人は、3,000万円）
までは贈与税が課されません。

税務署

事 業 税

失明又は両眼の視力(矯正視力)が0.06以下の人が
あん摩、マッサージ又は指圧、はり、きゅう、柔道
整復その他の医業に類する事業を営む場合は個人
事業税は課税されません。
次のいずれかに該当し、かつ前年中の合計所得金
額が300万円以下である人が事業を行う場合、一定
の要件のもとに個人事業税が減免されます。
　○身体障害者手帳の交付を受けている人で１級～
　　４級の障害のある人
　○戦傷病者手帳の交付を受けている人で一定の人

減免

県税事務所

相 続 税 税務署
障がい者が相続により財産を取得した場合、当該
障がい者が85歳に達するまでの年数に10万円(特別
障害者は20万円)を乗じた金額が相続税から控除さ
れます。

 固定資産税

 事業税

 相続税

 贈与税

－ 75 －

（所得控除関係）
○障害者控除
・障がい者の場合
　　本人、同一生計配偶者又は扶養親族が身体障害
　　者手帳３級～６級、療育手帳Ｂ１･Ｂ２又は精神障
　　害者保健福祉手帳２級・３級の障がい者など
・特別障がい者の場合
　　本人、同一生計配偶者又は扶養親族が身体障害
　　者手帳１級・２級、療育手帳Ａ１～Ａ３、精神障
　　害者保健福祉手帳１級の障がい者又は原子爆弾
　　被爆者に対する援護に関する法律の規定による
　　厚生労働大臣の認定を受けている人など

種　類　　　　　　　　　　　 内　　　　容 　　　　　　　　　　　    　金　　額　　　　　窓　　口

種　類　　　　　　　　　　　 内　　　　容 　　　　　　　　　　　    　金　　額　　　　　窓　　口

所得税

所得控除
障がい者一人につき27万
円

○障害者控除
・障がい者の場合　　　　上記所得税と同じ
・特別障がい者の場合　　上記所得税と同じ
・同一生計配偶者又は扶養親族が同居特別障がい者で
　ある場合(同居特別障害者控除)　上記所得税と同じ

○減免
・特別障がい者及び一部の障がい者（所得の要件あり）
　※納期限前３日までに申請が必要です。

○非課税基準
・前年の合計所得金額が135万円以下の障がい者
　又は特別障がい者

所得控除　26万円
所得控除　30万円
所得控除　53万円

減免（全額又は一部）

非課税

（利子所得関係）
　　金融機関等で身体障害者手帳などの確認書類を提示し、手続を行った上で
　　預け入れる次の預貯金等については利子が非課税になります。

・銀行(ゆうちょ銀行を含む。)などの預貯金、合同運用信託、特定公募公社債等運用
　投資信託、一定の有価証券（マル優）････････元本の合計額が350万円まで
・国債及び地方債（特別マル優）･･････････････額面の合計額が350万円まで

税務署

金融機関等の
営業所等

各区の
課税課
市民税係

市民税
県民税
（住民税）

所得控除
障がい者一人につき40万
円（同一生計配偶者又は
扶養親族が同居特別障害
者である場合は75万円）

 所得税

 市民税・県民税（住民税）

14 税の控除・減免
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児身 知 精

身 知 精

…身体障がい者　　　…知的障がい者
…精神障がい者　　　…難病等対象者
…障がい児

身 知

児
精 難

対　　象 手続窓口お問い合せ窓口適　　用　　条　　件
身体障害者手帳を所持する方がいる世帯で、か
つ、世帯構成員全員が市町村民税非課税の場合

ＮＨＫ放送受信料
問い合わせ

平日、土日祝とも
9:00～18:00
ＴＥＬ
0570-077-077

NHKオンライン
サービス
https://
www.nhk-cs.jp/
jushinryo/

身体・療育・
精神障害者
保健福祉手帳
の交付を受け
た方

※福岡市内の
各区役所福祉・
介護保険課
及び健康課

戦傷病者手帳の
交付を受けた方
福岡県庁福祉労
働部保護援護課

全
　
額
　
免
　
除

半
　
額
　
免
　
除

市町村民税非課税の
身体障がい者

視覚障がいまたは聴覚障がいにより、身体障害者
手帳を所持する方が、世帯主で受信契約者の場合視覚・聴覚障がい者

所得税法または地方税法に規定する特別障害者の
うち、児童相談所、知的障害者更生相談所、精神
保健福祉センターまたは精神保健指定医により重
度の知的障害者と判定された方が、世帯主で受信
契約者の場合

重度の身体障がい者 身体障害者手帳を所持する障害等級が重度（１級または２級）の方が、世帯主で受信契約者の場合

重度の知的障がい者

精神障害者保健福祉手帳を所持する障害等級が重
度（１級）の方が、世帯主で受信契約者の場合重度の精神障がい者

戦傷病者手帳をお持ちで、障害程度が特別項症か
ら第１款症の方が、世帯主で受信契約者の場合重 度 の 戦 傷 病 者

所得税法または地方税法に規定する障害者のうち、
児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉
センターまたは精神保健指定医により知的障害者と
判定された方がいる世帯で、かつ、世帯構成員全員
が市町村民税非課税の場合

市町村民税非課税の
知的障がい者

精神障害者保健福祉手帳を所持する方がいる
世帯で、かつ、世帯構成員全員が市町村民税
非課税の場合

市町村民税非課税の
精神障がい者

ふ
れ
あ
い
案
内
対
象
者
（
１
０
４
番
号
の
無
料
対
象
者
）

手帳の種類　　　　　　　　区　　分　　　　 　  等　級

身体障害者手帳

視覚障がい

聴覚障がい

音声機能、言語機能又は
そしゃく機能の障がい

第２項症・
　第４項症

全
　
額
　
免
　
除

ふれあい案内のご登録の
お申し込み、お問い合せ
は、以下のフりーダイヤ
ルへご連絡ください。
電話によるお問い合わせ
フリーダイヤル
０１２０-１０４１７４（全国共通）
ＦＡＸによるお問い合わせ
フリーダイヤル
０１２０-１０４１３４（全国共通）
受付時間
午前９時から午後５時
(土日・祝日及び年末年始
（12/29から1/3）を除く)
※ＦＡＸによるお問い合わ
せに関する注意事項
お客様のお名前と連絡先
ＦＡＸ番号を用紙に記載
して、送信してください。
(ご利用になる前に事前登
録が必要です）

視力の障がい

上肢障がい

手帳をお持ちの方

手帳をお持ちの方

肢体不自由(上肢、体幹、乳
幼児期以前の非進行性の脳
病変による運動機能障がい)

精神障害者保健福祉手帳

療　育　手　帳

戦傷病者手帳
聴覚障がい

音声機能、言語機能又は
そしゃく機能の障がい

１～６級

２･３･４･６級
(１･５級はなし)

３･４級
(１･２級はなし)

１～２級

特別項症～
　第６項症

特別項症～
　第２項症

第１･２･４
　　　項症

※ふれあい案内の利用は、
NTT西日本及びNTTの
104をご利用いただける
通信業者の回線
（携帯電話を含
む）から、104を
ダイヤルした場
合が対象です。

 ＮＨＫ放送受信料

 ＮＴＴ電話番号案内料

15 公共料金等の割引

－ 77 －

自動車税
（種別割）
自動車税
（環境性能割）
軽自動車税
（環境性能割）

自
動
車
税（
種
別
割
）・自
動
車
税（
環
境
性
能
割
）・軽
自
動
車
税（
環
境
性
能
割
）

下記に示す障がい者本人や障がい者と生計を同じ
くする人が運転する場合、または､障がい者等のみ
で構成される世帯の車を常時介護者が運転する場
合で、もっぱら当該障がい者の通院・通学等のた
めに使用される場合。

減免
減免額に上限
があります

自動車税
（種別割）
自動車税
（環境性能割）
軽自動車税
（環境性能割）
→県税事務所
(注)療育手帳に
｢Ｂ｣のみの記載
の場合は、障が
い者更生相談所
又はこども総合
相談センターに
ご相談ください。

障がい者本人が自分の車を運転する場合　　　　　　　左記以外の場合

障がい者本人が自分の車を運転する場合　　　　　　　左記以外の場合

視 覚 障 が い…２級の３・２級の４
　　　　　　　　３級の３・３級の４
聴 覚 障 が い…２級・３級
平衡機能障がい…３級
音声機能障がい…３級
上肢不自由………１級・２級
下肢不自由………１級～６級
体幹不自由………１級～３級・５級
　　　　　　　　 …上肢機能１級・２級
　　　　　　　　 …移動機能１級～６級
内部機能障がい………１級～３級
療育手帳Ａ及びＢ１（注）
精神障害者保健福祉手帳１級
戦傷病者手帳の交付を受けている人で
一定の人

１級～３級・４級の１

２級・３級
３級
３級
１級・２級
１級～４級
１級～３級
上肢機能　１級・２級
移動機能　１級～４級
１級～３級
療育手帳Ａ及びＢ１（注）
精神障害者保健福祉手帳１級
戦傷病者手帳の交付を受けている人で一定の人

乳幼児期以前の非進行
性の脳病変による運動
機能障がい

乳幼児期以前の非進行
性の脳病変による運動
機能障がい

軽自動車税
（種別割）

下記に示す障がい者本人や障がい者と生計を同じ
くする人が運転する場合、または､常時介護者が運
転する場合で、もっぱら当該障がい者の通院・通
学等のために使用される場合。

減免

軽自動車税（種別割）
(原付等の二輪を含む)
→資産課税課
　軽自動車税係
 （博多区役所9階）

(注)療育手帳に
｢Ｂ｣のみの記載
の場合は、障が
い者更生相談所
又はこども総合
相談センターに
ご相談ください。

軽
自
動
車
税
（
種
別
割
）

視 覚 障 が い………１級～３級・４級の１
聴 覚 障 が い………２級・３級
平衡機能障がい………３級
上肢不自由………１級・２級の１・２級の２
下肢不自由………１級～４級
体幹不自由………１級～３級
　　　　　　　　　上肢機能　１級・２級
　　　　　　　　　移動機能　１級～４級
内部機能障がい………１級～３級
療育手帳Ａ及びＢ１（注）
精神障害者保健福祉手帳１級
戦傷病者手帳の交付を受けている人で一定の人
また、乳幼児期以前の非進行性の脳病変に
よる運動機能障がいの上肢機能のうち、一
上肢のみに障がいがある場合を除く。

身体障害者手帳の交付を受けている人
療育手帳Ａ及びＢ１（注）
精神障害者保健福祉手帳１級
戦傷病者手帳の交付を受けている人で
一定の人

種　類　　　　　　　　　　　 内　　　　容 　　　　　　　　　　　   金　　額　　　    窓　　口

種　類　　　　　　　　　　　 内　　　　容 　　　　　　　　　　　   金　　額　　　    窓　　口

 自動車税（種別割・環境性能割）・軽自動車税（環境性能割）

 軽自動車税（種別割）

14 税の控除・減免




